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令和５年度４月専決補正予算の概要 物価高騰対策

予算編成の方針

エネルギー価格・物価高騰への緊急対応

① LPガス料金高騰緊急対策支援事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19億1,200万円
国による支援措置が講じられていないLPガス利用料金について、LPガス使用世帯や中小企業等に
おける経済的負担の軽減を図るため、販売事業者による値引きを支援

② 特別高圧電気料金高騰緊急対策事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3億1,522万円
電気料金の高騰が長期化する中、国支援策の対象外となっている特別高圧電力を使用する中小
企業等を支援するため、電力使用量に応じた支援金を支給

対 象 者 家庭向け（一般家庭） 事業者向け（中小企業等）

内 容 1か月の利用料金に対し、
1,000円の値引き（3か月間）

〔使用量50㎥/月未満の中小企業等〕
1か月の利用料金に対し、
1,000円の値引き（3か月間）

〔使用量50㎥/月以上の中小企業等〕
・使用量に応じ、30円/㎥の値引き
・上限100千円/月（3か月間）

対 象 者 特別高圧電力を利用する中小企業等（※公立施設、発電施設を除く）

内 容 ・使用量に応じ、3.5円/kWh（国の高圧電力支援単価と同額） ・上限3,500千円/月（3か月間）

事業の概要

物価高騰に係る国の追加対策に即応し、地方創生臨時交付金（重点交付金）を活用しながら、
■これまで国の支援策が講じられていないため、エネルギー価格の高騰に伴い、負担が増大しているLPガス使用世帯
や事業者をはじめ、特別高圧電力を使用する中小企業等を支援するとともに、
■農業用資材や燃油、飼料価格の高騰により、一層厳しい経営環境にある農林水産事業者を支援するほか、
■食材費の高騰が給食等の提供や家計に影響を及ぼさないよう、県立特別支援学校の給食費等を支援するなど、
県民生活や事業者の経営を下支えするための緊急を要する経費について専決処分を行ったもの。
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令和５年度４月専決補正予算の概要（つづき）

③ 農業用被覆資材価格高騰対策緊急支援事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6,200万円
農業用資材の価格高騰の長期化を踏まえ、農業経営への影響を緩和するため、生産活動に
不可欠なハウスビニールなど農業用被覆資材を購入する農業者を支援

対 象 者 ・共同出荷に取り組む農業者（3戸以上）
・農業法人（農業従事者3名以上）

内 容 令和5年5月から12月の間に購入した農業用被覆資材の購入額
のうち、価格上昇分（20％増）の1/2相当額を補助

農業用被覆資材のイメージ

④ 施設園芸燃料高騰対策緊急支援事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 309万円
重油や灯油など燃料の価格高騰の影響を受ける施設園芸農家の経営安定化と施設園芸セーフティネット
構築事業への加入を促進するため、燃料価格高騰分に対し支援金を支給

対 象 者 施設園芸セーフティネット構築事業加入者

内 容 令和5年10月から12月の間に、A重油、灯油など燃料の価格高騰により、セーフティネット構築
事業が発動した場合の農家積立金取崩額相当分の1/3以内を補助

⑤ 酪農・畜産飼料価格高騰対策緊急支援事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4億6,378万円
長引く飼料価格の高騰により、厳しい経営環境が続く酪農・畜産経営の維持に向け、購入・自家配合飼料や
粗飼料価格高騰分に対し支援金を支給するとともに、価格の影響を受けにくい経営体質への転換を支援

区 分 対 象 者 内 容

配 合 飼 料 対 策 配合飼料価格安定制度加入者 配合飼料1t当たり2,900円（定額）を補助

粗 飼 料 等 対 策 酪農、肉用繁殖農家 搾乳牛:20,500円/頭、肉用繁殖牛:8,000円/頭（定額）を補助

自家配合飼料対策 自家配合飼料製造農家 飼料用とうもろこし1t当たり2,100円（定額）を補助

自給飼料生産対策 畜産農家、飼料生産組織等 新たな自給飼料の生産等に必要な経費（種子代、機械リース料、飼料
分析費等）の1/2以内を補助、上限500千円
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令和５年度４月専決補正予算の概要（つづき）

⑧ 特別支援学校給食費等高騰緊急対策事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 487万円
食材費の高騰が、県立特別支援学校における給食等の提供や保護者負担へ影響を及ぼすことの
ないよう、給食費や寄宿舎食費に係る食材費高騰分を支援
（令和5年度単価を4年度同額に据置き）

⑦ 漁業用燃油・飼料高騰対策緊急支援事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2億7,274万円
燃油や飼料価格の上昇により、経営が圧迫されている漁業者等を支援するため、漁業用燃油や養殖用
配合飼料価格高騰分に対し支援金を支給するとともに、セーフティネット構築事業への加入を促進

対 象 者 林業事業者等

内 容 補助単価600円/㎥
・主伐材:補助単価の1/2以内 ・間伐材:補助単価の1/3以内

対 象 ・令和5年度に漁業経営セーフティネット構築事業に加入している者
・令和6年度に漁業経営セーフティネット構築事業に新規加入する者

内 容 令和4年度第4四半期から5年度第3四半期の間に、漁業経営セーフティネット構築事業が発動した
場合の漁業者等積立金取崩額相当分の1/3以内を補助、上限1,000千円

⑥ 原木生産緊急対策支援事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1億1,400万円
燃油価格の高騰が長期化する中、原木生産事業者等の経営安定化と木材の安定供給に向け、
原木生産における伐倒から運搬に要する燃油価格高騰分に対し支援金を支給
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対 象 松山盲学校、松山聾学校、しげのぶ特別支援学校、みなら特別支援学校、今治特別支援学校、
宇和特別支援学校、新居浜特別支援学校 （本校７校、分校３校 ※うち、寄宿舎６校）
対象児童生徒数：1,507人



令和５年度４月専決補正予算の概要（つづき）

予算規模 会 計 4月専決補正予算額 現計予算額

一般会計 31億4,770万円 7,100億7,770万円

歳 入 内 訳

国庫支出金 31億4,770万円 新型コロナ地方創生臨時交付金

歳 出 内 訳

農林水産業費 9億1,561万円
酪農・畜産飼料価格高騰対策緊急支援事業費
漁業用燃油・飼料高騰対策緊急支援事業費 など

商工費 22億2,722万円
LPガス料金高騰緊急対策支援事業費
特別高圧電気料金高騰緊急対策事業費

教育費 487万円 特別支援学校給食費等高騰緊急対策事業費

令和５年４月２７日（木）専決処分日
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令和5年3月28日
予備費使用の閣議決定物価高騰に係る国の追加対策への対応

県予備費（4/7） 4月専決（4/27）

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯
生活支援特別給付金（5万円）の支給
（※県は町分）

LPガス料金、特別高圧電気料金の負担軽減、
農林水産事業者への支援、給食費等の支援

今後の対応

国対策に即応 県民生活や事業者の経営の
下支えに向けた緊急対策 県民生活や地域経済への影響を踏まえ、

地方創生臨時交付金（重点交付金）等を活用し、
地域の実情に応じた対策にスピード感をもって対応

地域の実情に応じた対策


